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小泉政権による構造改革路線以後、国内
の地域間格差はさらに拡大してきたといわ
れており、昨今様々な場所で問題提起され
ている「格差社会」の一側面を象徴的に表
すものとして取り上げられている。また、
そうした傾向への反省・反動が、政権交代
以後の再配分メカニズムの再強化への舵き
り等となって現れていると考えられる。 
ところで、こうした国内におけるこうし
た地域間格差の進展は、決して一国内の問
題にとどまるものではない。むしろ経済活
動のグローバル化の進展や、直近では世界
同時不況などが密接に関連し、影響を及ぼ
していることはほぼ自明である。90年代初
頭のいわゆる「産業空洞化」は、特に生産
拠点を担ってきた国内地方圏の機能のアジ
ア諸国への移転が主因であり、日本産業の
競争力の相対的低下が、税収の減少ひいて
は再配分メカニズムの弱体化をもたらして
いると考えられる。 
こうした問題に直面し、地域間格差をめ
ぐっては最近、その現状・動向分析、再配
分政策の有効性や解決方策などを中心に、
議論が活発化してきている。浦川邦夫「地
域間格差の要因と格差縮小政策」（九州大学
「経済学研究」第 76巻第 1号）は、賃金構
造基本統計調査の集計データを元に、賃金
の地域間格差の要因や格差縮小政策効果の
検証を試みている。そしてパネル分析の結
果から、都道府県ごとの産業別労働者構成
比などの影響を取り除いた後の同一の労働
者属性において存在する賃金格差が、格差
のかなりの部分を説明していることを明ら
かにしている。そして、特に賃金の格差を
縮小する上で効果を発揮する対象が、製造
業の低賃金労働者、および医療・福祉業な
どの低賃金労働者であり、それらの担い手
の賃金水準引き上げが、貧困削減に対して
効果を持つ、と主張している。 
一方、再分配政策の有効性について疑問
を提示する見解も発表されている。大平純
彦・末松敏明「最近の地域間所得格差の動
向について」（静岡県立大学「経営と情報」
Vol.22 No.1）では、県民経済計算を用いて、
地域間の所得格差の推移の分析を行ってい
る。そこでは、特に 2000年以後、地域間所
得近年の地域間格差の拡大を認めつつも、
所得再分配の前後のジニ係数を比較して得
られる再分配効果も低下傾向を示している
ことを明らかにし、格差拡大の原因は小泉
構造改革のみに求めることは適切ではない
との見解を示している。 
こうした、国内における地域間格差の拡
大と政策的再配分効果の低下局面にあたり、
国内の地方経済はその難局をどのように乗
り越えていくべきであろうか。橘川武郎「世
界同時不況の克服と地域経済の再生～
Glocalizationの今日的意義」（「世界経済評
論」2009.11/12）は、そうした状況の進展
は与件とした上で、国内各地域・企業が、
東京という中央を介在させずに、地方が直
接に結びつく“Glocalization”が必要であ
ると主張している。確かに、国内全体が人
口縮小・高齢化局面に差し掛かり、税収の
減少に伴う再配分機能のさらなる低下が予
期される国内状況と、世界の成長を牽引す
るアジア市場の拡大が数少ない成長フロン
ティアである状況を併せ考えると、国境と
いう枠組みを超えて成長市場と直結するダ
イナミックな取り組みが、成長を志向する
地域には求められているのかもしれない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
加えて、現在求められている政策は、一国
内での格差議論や、それに基づいた所得再
分配の仕組みの再整備を進めることよりも、
むしろ、各地域が世界的な成長のフロンテ
ィアと直結するための条件整備を行うこと
の重要性が、より高まっているように思わ
れる。無論それは、財政を更に逼迫させる
とともにストロー効果をもたらす懸念すら
ある交通基盤整備を充実させることではな
く、グローバルな市場に訴求しうる魅力的
な製品・サービス・コンテンツを生み出し
うる創造力を、各地域から引き出す環境整
備であることは論を俟たない。
